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１ はじめに 

 近年のモータリゼーションの進展は、大型店の郊外

出店等を生じ、消費者は、都市の中心市街地利用から

車利用による郊外立地利用へと利用行動が大きく変化

する傾向にあり、既成の中心市街地等の商店街では、

空洞化が深刻な問題となっている。この問題を解決す

るために、平成 10 年に中心市街地活性化法が施行され、

対策の1 つとして提案されたＴＭＯ（Town Management 

Organization）が注目されたが、事業内容や活動状況

には多くの課題が残されているのが現状である。 

そこで、本研究では、計画段階および実施に移され

ている全国のＴＭＯの進捗状況および現状の問題点、

地域への影響等を分析し、今後のＴＭＯ活動への取り

組み方法・対策について検討することを目的とする。 

２ 調査概要  

ＴＭＯの現状、活動実態、組織化された状況などを

把握するためにアンケート調査を行った。 

 アンケート調査は、平成 14 年８月現在で中心市街地

活性化推進室の資料に掲載されていた全217 団体を対

象として、平成14 年 10 月に郵送回収法によるアンケ

ート調査を行った。なお、回収率は 69％であった。 

３ ＴＭＯの現状 

 ＴＭＯ活動の実態を把握するために数量化２類を適

用した。なお、説明変数は「ＴＭＯ活動が計画どおり

に進んでいるか否か」とし、判別的中率87.4％、相関

比 0.59 が得られた。図－１に主たる判別要因となって

いる項目のカテゴリーグラフを示す。レンジ幅より、

ＴＭＯの対象面積、構想策定年が比較的強い影響力を

持っていることが明らかとなった。 

対象面積が101ha から 300ha の規模において順調に

計画が進んでおり、この規模を下回るあるいは上回る

規模で遅れが生じている。なお、400ha 以上のＴＭＯ

は策定年度が全て1 年未満であった。また、ＴＭＯ構

想の策定年でみると、平成 11 年以前に策定された構想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

で遅れているＴＭＯが 75％、平成 12 年以降に策定さ

れた構想で遅れているＴＭＯが62％と、減少傾向にあ

り手探り状態で進められていた状況から、先進事例が

増加し、対応策も検討できる状況下になってきたこと

が影響していると思われる。しかし、ＴＭＯ活動の問

題点には、構想策定年に係らず行政からの支援方法や

支援金等が最も多く指摘されており、ＴＭＯ活動を行

う際の支援面での課題は今後も続くと考えられる。 

ＴＭＯの母体別では、商工会や商工会議所が母体と

なっているＴＭＯが、第３セクターを母体としている

ＴＭＯに比べて計画どおりに進んでいない傾向がある。

これは、第３セクターの場合、市町村からの支援（資

金、人材）が受けやすい、補助金の補助率、補助限度

額が高いという利点があるためといえる。なお、第３

セクターには、①商工会や商工会議所などから組織を

移行して設立した場合と、②行政サイドで新会社とし
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図－１ カテゴリーグラフ 
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て設立する場合、があり①の設立形態の方がより計画

どおりに進む傾向があった。これは商工会、商工会議

所を母体とした場合、関係者との合意形成が図りやす

い、地元の事情が明るい、地元商業振興に精通した人

材（指導員、職員等）を確保しやすい等の利点がある

ためである。したがって、ＴＭＯを設立する場合、ま

ず商工会・商工会議所をＴＭＯとして設立し、その後

第３セクターに移行する組織作りがＴＭＯ推進におい

て有効であると考えられる。 

 次にＴＭＯと地区住民との関わり合い方をみると、

地区住民と関わり合いがないＴＭＯが、関わり合いが

あるＴＭＯに比べて計画どおりに進む傾向にあった。

そこで、次節において地区住民のＴＭＯ構想・計画へ

の参加状況について検討する。 

３ ＴＭＯの住民参加の実態 

 ＴＭＯが地区住民の意見を収集する対応方法には、

①住民へのアンケート25％、②話し合い（説明会）62％、

③ＴＭＯに住民代表者を参画させる 34％、④その他

６％がある。住民への対応方法別に構想が計画どおり

に進んでいる割合をみると、①が41％、②が46％、③

が 26％、と話し合いを実施した場合の方が計画どおり

に進む割合が高くなっている。 

次にＴＭＯ構想の策定年別の住民との関係を図－

２に示す。平成10 年に設立されたＴＭＯは「住民との

話し合い」が 80％と高いが、平成 11 年以降ほぼ半減

し、住民代表者を参画させてＴＭＯを設立するケース 

が増加している。これは、ＴＭＯに住民代表者を参画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

させることで住民の意思がＴＭＯに直接反映でき、ス

ムーズな運営が図れる方法として取り組まれたと考え

られるが、先述したように、代表者に意見集約する方

法は、逆に計画の推進を遅らせる要因となっている。

４ ＴＭＯの特徴と今後の対策 

 ２・３節で示したＴＭＯの現状分析と住民参加の実

態分析に基づくＴＭＯの特徴と今後必要とされる対策

を図－３に示す。特に行政の支援、地区住民の参加方

法が主たる課題といえる。 

５ まとめと今後の課題 

本研究では、全国のＴＭＯに直接アンケート調査す

ることにより、ＴＭＯの現状や地区住民との関わり合

いから地域に与える影響、ＴＭＯ活動の今後の対策を

整理することができた。今後の課題としてＴＭＯの事

業内容別に、規模や地域性との関係を分析する必要が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図－３ ＴＭＯの特徴と今後の対策 
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図－２ ＴＭＯ構想策定年別の住民との関係 

ＴＭＯの設立をするための条件を検討する
必要がある

ＴＭＯの成功事例などを学ぶ必要がある
　

現在増加傾向にある方法では計画どおりに進
むＴＭＯが減少傾向にあるため住民の意思を
反映させる方法あるいは、計画年数の変更等
を検討する必要がある

行政の支援の度合いや支援の方法などに
ついて学ぶ必要がある

  住民の意思を反映させる住民に対するアンケートは25％と
なっている

住民に対するアンケート

今 後 の 対 策

　対象面積が101haから300haの規模において順調
に計画が進んでおり、この規模を下回るあるい
は上回る規模で遅れが生じている。

ＴＭＯには適度な面積があると考え
られる

中心市街地の面積

　年が進むにつれて成功事例やマニュアルが増えた策定年別では進んでいるＴＭＯが
増加傾向にある

ＴＭＯ構想策定年

　行政の支援はＴＭＯにとって重要なものである行政の支援は80％と高い値となっ
ている

行政の支援

　法律以前から中心市街地活性化を行っておりその
ままＴＭＯとした

18％のＴＭＯが法律以前から活性
化を行っていた

法律が施行される以前から活性化を行っていた

  商工会や商工会議所を法律後ＴＭＯとして移行し
た、移行したＴＭＯが最も順調に進んでいる傾向
にある

55％と最も多くなっており商工会
などをＴＭＯとして移行した

商工会などをＴＭＯに移行した

  ＴＭＯのために法律後に会社が設立された17％が新たな会社を設立しＴＭＯ
とした

新たな会社を設立した

  住民をＴＭＯに含めることにより住民の意見を反
映させようとしたと考えられる住民を含めたＴＭＯは年々増加傾

向にある

住民を含めたＴＭＯとなっている

  話し合いなどは時間がかかるため住民を含めたＴ
ＭＯに移行していった住民との話し合いは減少傾向にあ

る

住民との話し合い

主 な 特 徴 ・ 理 由解析項目

　例　・地域の人材資源活用と外部資源の柔軟な導入
　　　・民間主導・自主自立

例　・行政の指導
　　・行政主体

　例　・資金の確保
　　　・人材の確保

　例　・イベントの開催
　　　・グランドワーク的な取り組み


